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・東日本大震災からの復旧・復興の現状と対応策
・東日本大震災を教訓とした津波防災地域づくり
・国土政策の推進
・社会資本の老朽化対策等
・社会資本整備の推進
・交通政策の推進

・海洋政策（海洋立国）の推進
・海洋の安全・秩序の確保
・土地政策の推進
・新たな国と地方、民間との関係の構築
・政策評価・事業評価・対話型行政

・観光をめぐる動向
・観光立国の実現に向けた取組み
・良好な景観形成等美しい国づくり

・地方創生・地域活性化に向けた取組み
・地域活性化を支える施策の推進
・民間都市開発等の推進
・特定地域振興対策の推進
・北海道総合開発の推進

・豊かな住生活の実現
・快適な生活環境の実現
・自転車活用政策の推進
・利便性の高い交通の実現

・交通ネットワークの整備
・総合的・一体的な物流施策の推進
・産業の活性化

・ユニバーサル社会の実現
・自然災害対策
・建築物の安全性確保
・交通分野における安全対策の強化
・危機管理・安全保障対策

・地球温暖化対策の推進
・循環型社会の形成促進
・豊かで美しい自然環境を保全・再生する
国土づくり

・健全な水循環の維持又は回復

・海洋環境等の保全
・大気汚染・騒音の防止等による
生活環境の改善

・地球環境の観測・監視・予測

・インフラシステム海外展開の促進
・国際交渉・連携等の推進
・国際標準化に向けた取組み

・DXによる高度化・効率化
・デジタル技術の活用によるイノベーションの推進
・技術研究開発の推進
・建設マネジメント（管理）技術の向上
・建設機械・機械設備に関する技術開発等
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我が国においては、高度経済成長期以降に集中的に整備されたインフラの老朽化が深刻である。
損傷が軽微な段階で補修を行う「予防保全」に基づくインフラメンテナンスへの本格転換などの取
組みを推進し、持続可能なインフラメンテナンスの実現を目指していく。

第１章 時代の要請にこたえた国土交通行政の展開①

【関連箇所】
白書本文
第Ⅱ部第１章
第４節 p121

○社会資本の老朽化対策等

【社会資本の老朽化の現状】
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我が国周辺海域を取り巻く情勢が一層厳しさを増していることを踏まえ、「海上保安能力強化に
関する関係閣僚会議」（令和４年12月）にて「海上保安能力強化に関する方針」が決定された。
巡視船・航空機等の増強整備などのハード面の取組みに加え、無操縦者航空機等の新技術の
積極的活用、警察、自衛隊、外国海上保安機関などの国内外の関係機関との連携・協力の強
化、サイバー対策の強化などのソフト面の取組みを推進することにより、海上保安能力を一層強
化する。

○海洋の安全・秩序の確保

第１章 時代の要請にこたえた国土交通行政の展開②

【関連箇所】
白書本文 第Ⅱ部第１章第８節 p129、p130

【令和４年度に運用を開始した無操縦者航空機】 【令和４年度に就役した大型巡視船】
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これからの時代に求められる新たな観光人材の育成に向けて、令和４年度に産学連携協議会を
開催し、「ポストコロナ時代における観光人材育成ガイドライン」を策定した。
今後は、同ガイドラインで明示した知識・技能を効果的に修得できる教育プログラムを地域・大学
等が連携し作成・実践する取組みを支援し、その広域展開を図ることとしている。

第２章 観光立国の実現と美しい国づくり①

○観光立国の実現に向けた取組み（ポストコロナ時代を支える観光人材の育成・強化）

【関連箇所】 白書本文第Ⅱ部第２章第２節 p136

観光地における個々の事業経営を担う人材

【求められる知識・技能】
① 観光事業戦略
② 現代の観光動向
③ 組織マネジメント
④ アカウンティング・ファイナンス
⑤ 観光マーケティング
⑥ 観光産業のイノベーションと観光DX

観光産業人材観光産業人材

観光地全体の経営、観光地域づくりを担う人材

【求められる知識・技能】
① 観光地経営戦略
② 現代の観光地経営の動向
③ 観光地経営組織マネジメント
④ 観光地マーケティング
⑤ 地域観光のイノベーションと観光DX
⑥ 観光地経営のアントレプレナーシップと事業開発

観光地経営人材観光地経営人材
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令和４年１０月の水際措置の更なる緩和を踏まえ、インバウンドの本格的な回復に向けて、日本政府観光局を通じ、ウェブ
サイトやSNS等により我が国の観光再開や全国各地の魅力を世界へ広く発信するなど、きめ細かな訪日プロモーションに
取り組んだ。
また、自然・アクティビティやサステナブルな観光コンテンツのニーズが高まっていることなど、ポストコロナの旅行者のニー
ズ変化を踏まえたプロモーションにも取り組み、海外の消費者の訪日意欲の向上につなげた。

第２章 観光立国の実現と美しい国づくり②

○観光立国の実現に向けた取組み（コロナ禍の訪日プロモーション）

【関連箇所】 白書本文第Ⅱ部第２章第２節 p136、p137

消費額の増加
高付加価値旅行者の誘致強化や、消費単価が高い欧米豪市場を中心に
情報発信を実施。

コロナ後を見据えて地方で磨き上げた観光資源の新たな魅力を発信すること
で、地方誘客を促進。

地方誘客の促進

地方の認知度・興味関心向上のため、広域連携DMOと連
携した情報発信や、 2025年大阪・関西万博の機会を捉え
たプロモーションを実施。

ポストコロナにおいて訴求力が高い、アウトドアスポーツやサス
テナブル等の観光コンテンツの発信を強化。

ポストコロナの旅行ニーズへの対応
デジタルマーケティングの活用により効果的な発信を行うとともに、国内外の
旅行・メディア関係者とのネットワーク強化により、マーケティング基盤の強化
等を図る。

デジタル技術を活用したマーケティング基盤の強化

インバウンドの早期回復に向けたプロモーション
航空会社・旅行会社等との共同広告を通じて、訪日旅行を促進するとともに、地方
路線の復便等を後押し。
コロナ禍で高まったリピーターの訪日意欲を、訪日予約につなげるための大規模な
アジアキャンペーンを実施。
国・地域別の旅行需要に応じた戦略に基づいて、SNS等によるきめ細かなプロモーションを実施。

【戦略的な訪日プロモーションの実施】



第３章 地域活性化の推進①

○地域の移動手段の確保

地域社会の活性化を図るため、日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保は重要な課題で
ある。このため、地域公共交通確保維持改善事業において、生活交通の確保・維持を図る
とともに、快適で安全な公共交通の構築に向けた取組みを支援している。
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【関連箇所】
白書本文第Ⅱ部
第３章第２節 p148

【地域公共交通確保維持改善事業】



第３章 地域活性化の推進②
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【関連箇所】
白書本文
第Ⅱ部
第３章第５節
p152～153

新型コロナウイルス感染症の拡大やカーボンニュートラルの実現に向けた取組みの加速
等、近年の社会経済情勢の変化を受け、新たな北海道総合開発計画の策定に向けた検討が
進められており、令和５年３月には、その中間整理が取りまとめられた。

○北海道総合開発の推進（新たな北海道総合開発計画の策定について）

【中間整理を踏まえた施策のイメージ】
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アイヌ文化の復興・創造等の拠点であるウポポイ（民族共生象徴空間）においては、国
内外から多くの人々が訪れ、アイヌ文化の素晴らしさを体験し、民族共生の理念に共感
してもらえるよう、年間来場者数100万人を目指し、コンテンツの充実、誘客促進に向け
た広報活動等を行っている。

第３章 地域活性化の推進③

○北海道総合開発の推進（アイヌ文化の振興等）

【関連箇所】
白書本文第Ⅱ部
第３章第５節

p152～153

【伝統芸能「イメル」上演】

エスコンフィールド
HOKKAIDO

イルミネーション

【国内外が注目するスポットでのＰＲ】 【季節イベントの実施】
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令和３年３月に閣議決定した、令和３年度～令和12年度を計画期間とする住生活基本計画（全国
計画）において、社会環境の大きな変化や人々の価値観の多様化に対応した豊かな住生活の実
現に向けて、施策を推進している。

第４章 心地よい生活空間の創生

〇豊かな住生活の実現（住生活基本計画）

住生活をめぐる現状と課題

【関連箇所】
白書本文
第Ⅱ部第４章
第１節 p154



いわゆる整備新幹線については、北陸新幹線（高崎・長野間）の開業を皮切りに、東北新幹線、
九州新幹線、北陸新幹線、北海道新幹線と順次開業しており、令和４年９月には、九州新幹線
（武雄温泉・長崎間）が開業した。

第５章 競争力のある経済社会の構築①

〇幹線鉄道ネットワークの整備
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【関連箇所】
白書本文第Ⅱ部
第５章第１節
p163～p164

【全国の新幹線鉄道網の現状】



■建設業者数（令和４年度末）は約47万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。また、建設業就業者数（令和４
年平均）は479万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減であり、近年は横ばいで推移している。
担い手確保・育成に向け、働き方改革や処遇改善、生産性向上等に官民一体となって取り組んでいる。

67.0兆円
（令和４年度見通し）
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▲20.2％
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出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
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注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲30.1%

479万人
（令和４年平均）

475千業者
（令和４年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.0%

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者

〇持続可能な建設産業の構築（建設産業の担い手確保・育成）

第５章 競争力のある経済社会の構築②

【関連箇所】
白書本文第Ⅱ部
第５章第３節 p186
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良好な労働環境と世界最高水準の生産性を創出する「ヒトを支援するAIターミナル」の実現に向
けた取組みを推進。
港湾物流全体の生産性向上を図ることを目的としたプラットフォーム「Cyber Port(サイバーポー
ト)」について、機能改善や利用促進を実施。
2021年４月、搬入情報の事前照合等を行うCONPAS(コンパス)を横浜港で本格運用開始し、阪
神港においても、2023年度中の本格運用開始に向け試験運用を実施中。

※

【関連リンク】
Cyber Port / CONPAS ポータルサイト
https://www.cyber-port.net
国際コンテナ戦略港湾政策について
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk2_000002.html
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【CONPASとは】

コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やトレーラーの
ターミナル滞在時間の短縮を図り、コンテナ物流を効率化
することを目的としたシステム

※Port Security カードの略。港湾の制限区域への人の出入りを確実かつ円滑に管理するために国が発行するICカード

【Cyber Portとは】

民間事業者間の港湾物流手続（港湾物流分野）、港湾
管理者の行政手続や調査・統計業務（港湾管理分野）及
び港湾の計画から維持管理までのインフラ情報（港湾イ
ンフラ分野）を電子化し、これらをデータ連携により一体
的に取扱うデータプラットフォーム

第５章 競争力のある経済社会の構築③

〇国際コンテナ戦略港湾の機能強化

【関連箇所】
白書本文 第Ⅱ部第５章第２節p172



流木による被害

■ 令和４年８月豪雨による土砂災害 ■居住、公共公益施設の誘導を図る区域や
基礎的インフラを保全

国道

土砂災害によるﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗの被災

JR線
重要交通網

の保全

浄水場等基礎的
インフラの保全

居住誘導区域や地域
生活拠点の保全

土砂災害
警戒区域

砂防堰堤の整備 流木捕捉施設の整備 12

第６章 安全・安心社会の構築

【関連箇所】
白書本文第Ⅱ部
第６章第２節 p198

〇いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進

確実に「いのち」を守ることに加え、物流ネットワークや電力、水道、通信、学校、病院など
「くらし」に直結する基礎的なインフラを集中的に保全。
林野部局と連携した流木対策や、まちづくりの計画と一体的に実施する土砂災害対策等を推進。



洋上風力発電に係る促進区域等の位置図

令和3年6月11日事業者選定

青森県陸奥湾

青森県沖日本海（北側）

新潟県村上市及び胎内市沖

秋田県八峰町及び能代市沖

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖

千葉県銚子市沖

青森県沖日本海（南側）

長崎県五島市沖

北海道岩宇及び南後志地区沖

山形県遊佐町沖
ゆざまち

令和3年12月24日事業者選定

がんう

むつ

かたがみ

おが

はっぽうちょう のしろ

秋田県由利本荘市沖（北側）
ゆりほんじょう

令和3年12月24日事業者選定
秋田県由利本荘市沖（南側） たいない

みたねちょうのしろ

鹿島港

能代港

秋田港

北海道松前沖

北海道石狩市沖

岩手県久慈市沖

佐賀県唐津市沖

千葉県いすみ市沖

福井県あわら市沖
福岡県響灘沖

ひびきなだ

おが

令和3年12月10日公募開始、公募プロセス
見直しを踏まえ令和4年12月28日 公募再開

令和3年12月24日事業者選定北九州港

令和4年12月28日 公募開始

令和4年12月28日 公募開始

みなみしりべし

【岸壁】
・必要水深・延長確保
・一定の耐荷重

【岸壁前面水域の海底】
・SEP船を支える

一定の耐荷重

富山県東部沖

千葉県九十九里沖

北海道檜山沖
ひやま

北海道島牧沖
しままき

長崎県西海市江島沖
さいかい えのしま

令和4年12月28日 公募開始

提供：秋田洋上風力発電（株）

能代港の風車据付完了（R4.9）

凡例
：促進区域（９区域）

：基地港湾（５港）
：港湾における洋上風力発電の主な導入計画（６港）

：「有望な区域」（５区域）
：一定の準備段階に進んでいる区域（１１区域）

：令和４年12月末に公募を開始した区域 （４区域）

提供：秋田洋上風力発電（株）

第７章 美しく良好な環境の保全と創造

〇再生可能エネルギー等の利活用の推進（海洋再生可能エネルギー利用の推進）

13【関連箇所】 白書本文第Ⅱ部第７章第１節 p240

洋上風力発電の導入に関し、港湾区域において港湾管理者が事業者を選定済みの全国６港
のうち、能代港内及び秋田港内において、令和４年１２月から５年１月にかけて、我が国初とな
る大型商用洋上風力発電の運転が開始された。
一般海域については、全国５区域（４海域）において事業者を選定済。令和４年１２月には４区
域において事業者公募を開始。
洋上風力発電設備の設置及び維持管理に不可欠な基地港湾について、令和２年９月に国土
交通大臣が４港（秋田港、能代港、鹿島港、北九州港）を指定。

令和５年３月時点

北九州港内

石狩湾新港内

むつ小川原港内

鹿島港内

能代港内・秋田港内
令和5年1月31日全面運転開始



令和４年６月には、政府全体のインフラシステム海外展開の方向性を示した「インフラシステム海外展
開戦略2025」の追補が策定された。
国土交通省では、政府の方針である「インフラシステム海外展開戦略2025」に基づき、関係者と情報・
戦略を共有し、官民一体となった取組を進めるため、「国土交通省インフラシステム海外展開行動計
画」を決定している。

第８章 戦略的国際展開と国際貢献の強化

〇インフラシステム海外展開の促進

【関連箇所】 白書本文
第Ⅱ部第７章第１節 p258
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第９章 DX及び技術研究開発の推進

社会全体のデジタル化は喫緊の課題であり、政府としてデジタル庁の創設やデジタル田園都市
国家構想が進められているところ、国土交通省においても、国土交通行政のＤＸを推進すべく、
令和３年12月に「国土交通省ＤＸ推進本部」を設置し、所管分野における業務、ビジネスモデル
や国土交通省の文化・風土の変革、行政庁としての生産性向上に取り組んでいる。

〇DXによる高度化・効率化

【関連箇所】 白書本文
第Ⅱ部第９章第１節
p275～276

【インフラ分野のネクスト・ステージ】
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